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（1） 「高齢者保健福祉計画・介護保険 
事業計画」を策定

（2）地域での生活を支援するサービス等
を拡充

〔高齢者サービスに関わる相談件数〕 （単位：件）３年度

種　　別 相談件数
施設入所 3,951
在宅福祉サービス 9,071
経済的事項 5,360
家庭的事項 8,859
医療・保健 28,121
住宅 1,863
介護保険 121,952
権利擁護 10,514
その他 36,975

合　　計 226,666

21  高齢者の在宅生活を支える仕組みづくり

＜地域で高齢者を支える＞
●地域包括支援センターの設置
　保健師・看護師、社会福祉士、主任ケアマネジャー
などの専門職が連携をとりながら、介護・福祉・医療
などさまざまな分野について総合的に高齢者とその家
族の生活を支える地域の窓口として、区内 25 か所に
地域包括支援センターを設置している。

●包括的支援事業
　介護予防サービスの計画の作成、総合的な相談、虐
待防止等の権利擁護、包括的かつ継続的なマネジメン
ト支援などのほか、医療と介護の連携、認知症施策、
介護予防・生活支援サービスの体制整備などの事業を
行っている。

●高齢者の総合相談・医療と介護の相談窓口
　地域包括支援センターでは、保健、医療および福祉
のサービスを一体的に受けられるよう、助言や案内を
含む総合相談を行っている。また、医療と介護の相談
窓口では、一人ひとりに合った医療・介護連携チーム
の構築を支援するとともに、状況により認知症専門医
による相談を行っている。

●高齢者支え合いサポーター育成研修の実施
　ボランティア活動を希望する元気高齢者等に研修を
実施し、修了者を「高齢者支え合いサポーター」とし
て認定している。
　サポーターは、高齢者施設における職員の補助、街
かどケアカフェ事業の補助やチームオレンジ活動を行
う。３年度は研修を 1 回行い、19 人を育成した。

●生活支援コーディネーターの配置
　生活支援コーディネーターは、高齢者支え合いサ
ポーターと活動場所である高齢者施設等との橋渡し
や、地域団体等への働きかけによる地域におけるネッ
トワークづくり等を行っている。

●高齢者見守りネットワークの構築
　地域団体や民間事業者等と高齢者見守りネットワー
ク協定を締結するなどの取組を行っている。
　地域で事業を行う民間事業者等の協力も得ること
で、見守りの層を拡充・強化した。３年度末現在、協
定締結団体は 42 団体であった。

●ひとり暮らし高齢者等訪問支援事業
　地域包括支援センターの職員と区民ボランティアが
自宅を訪問し、介護予防など個々の状況に応じた支援
につなげる取組を実施している。３年度の訪問人数は
10,876 人であった。

＜高齢者等への支援＞
●地域支援事業
　「介護保険法」に基づき、高齢者が要介護・要支援
状態となることを予防するとともに、要介護状態等と
なった場合でも、可能な限り地域において自立した日

●高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
　「老人福祉法」および「介護保険法」に基づき策定
する計画である。２年度に、「第 8 期高齢者保健福祉
計画・介護保険事業計画（令和３～５年度）」を策定
した。
　「第 8 期計画」は、３年 4 月の介護保険制度の改正
を踏まえ、団塊の世代が全て後期高齢者となる７年、
その先の団塊ジュニア世代が高齢者となる 22 年を見
据え、医療・介護・予防・住まい・生活支援が切れ目
なく一体的・継続的に提供される地域包括ケアシステ
ムを確立することを目標として、計画の理念や施策の
方向性を明示している。
　なお、この計画は『ビジョン』に基づく個別計画で
ある。
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99

〔食事サービス実施状況〕 ３年度

延べ利用者数（人） 提供食数（食）
会　食 185 1,107

４　補聴器購入費用助成
　65 歳以上の住民税非課税世帯で、専門医により補聴
器の必要性を認められた人を対象に、25,000 円を上
限として補聴器の購入費用を助成している。３年度の
補聴器費用助成者数は 136 人だった。
５　高齢者お困りごと支援事業
　75 歳以上のひとり暮らし高齢者または 75 歳以上 
の高齢者のみの世帯を対象に、日常生活上のちょっと
した困りごとを、地域の元気高齢者が解決して安心し
た生活を送ることを支援するとともに、元気高齢者の
地域貢献活動の推進を図っている。３年度は新型コロ
ナウイルス感染症に対応するため、特例措置として対
象者の年齢を 65 歳以上に拡大し、延べ 726 件の利
用があった。

●高齢者自立支援用具給付および住宅改修給付事業
　介護保険の非該当者のうち自立生活への支援が必要
な人を対象に給付している。
　また、この両事業では、一部、介護保険の要介護・
要支援認定者にもサービスを実施している。３年度の
給付件数は、自立支援用具 1,231 件、住宅改修（予
防改修）21 件、住宅改修（設備改修）244 件であった。

●車いす等の貸与事業
　年齢に関係なく、一時的なけがや病気などにより居
宅で車いすや介護用ベッドの利用を必要とする場合に
6 か月を限度に用具の貸与を行っている（介護保険で
要介護・要支援認定を受けた場合などを除く。）。３
年度の延べ利用件数は、介護用ベッド 144 件、車い 
す 352 件であった。

＜要介護・要支援高齢者への支援＞
●介護保険制度
　介護保険制度は、介護が必要な状態になっても住み
慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、必要な
介護サービスを総合的に利用できる社会保険制度であ
る。平成 12 年 4 月の創設から 22 年が経ち、高齢者
の生活を支える基幹的な制度として定着している。
　３年度は「第８期介護保険事業計画」に基づき、医
療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的・継続的
に提供される地域包括ケアシステムを確立することを
目標とし、介護保険施設の整備や地域密着型サービス
の更なる充実などを推し進めた。

常生活を営むことができるよう支援する事業である。
費用は、公費（国、都、区）と介護保険料で賄われて
いる。
　３年度は、介護予防・日常生活支援総合事業および
包括的支援事業のほか、以下の任意事業を実施した。
１　介護給付費適正化推進事業
　・ケアプラン標準化
　・介護給付費通知
２　家族介護支援事業
　・介護学べるサロン
　・ 認知症高齢者位置情報提供サービス利用料助成事

業
　・認知症介護者支援事業
　・家族介護慰労金
　・紙おむつ等の支給
３　その他事業
　・認知症理解普及促進事業

●三療サービス
　65 歳以上の高齢者を対象に、はり、きゅう、マッサー
ジ、指圧のいずれか 1 つを 1 回 1,500 円、年 4 回を
限度に受けることができる利用券を希望者に交付して
いる。３年度は 9,976 回利用された。

●ひとり暮らし高齢者等に対する給付
１　入浴証の交付
　65 歳以上のひとり暮らしの高齢者に、区が契約し
た公衆浴場を 1 回 200 円で利用できるシール方式の
入浴証を、1 人年間 52 回分を限度に交付している。
３年度入浴証の交付決定者数は 3,765 人で、利用は
106,916 回であった。
２　居宅火災予防設備の給付
　65 歳以上で要介護 3 以上（認知症の診断を受けた人
は要介護 1 以上）であって、心身機能に低下のあるひ
とり暮らしの高齢者などを対象に生活環境や健康状態
などを考慮して、居宅火災予防設備を給付している。
　３年度の火災警報器の給付件数は 1 件、自動消火器
の給付件数は 9 件であった。
３　高齢者食事サービス
　65 歳以上のひとり暮らしの高齢者または高齢者のみ
の世帯等で、定期的な食事の確保が困難な人に対し、
デイサービスセンターでの会食を提供していた。新型
コロナウイルス感染症により、利用者の減少や食事方
法の制限の影響があったため、全利用者 13 人に対し、
適切なサービスの紹介を行い、４年３月末で本事業は
終了した。
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１　保険者
　保険者である区は、制度運営を主体として行い、保
険者と国・都・医療保険者・年金保険者が重層的に協
力しあう構造となっている。
２　被保険者
　被保険者は、区内に住所を有する 40 歳以上の区民
である。被保険者は、つぎの 2 つに分かれる。
　⑴　第 1 号被保険者（65 歳以上）
　　 　保険料は、3 年を単位とした事業計画期間ごと

に、区が決定する。3 年度から 5 年度まで、基準
年額を 79,200 円、本人の所得や住民税課税状況
等に応じた 17 の段階に定めた。

　　 　納付方法は、年金からの差し引き（特別徴収）と、
納付書または口座振替による直接納付（普通徴収）
がある。介護サービスは、介護が必要となった原
因は問わずに、要介護認定を受けたときに利用で
きる。

　⑵ 　第 2 号被保険者（医療保険に加入している 40
～ 64 歳）

　　 　保険料は、加入している医療保険の保険料と併
せて徴収され、算定方法は医療保険ごとに異なる。

　　 　介護サービスは、介護保険で対象となる病気
（16 種類の特定疾病）が原因で要介護認定を受け
たときに利用できる。

〔第 1 号被保険者数の推移〕 （単位：人（％））

年　次 第1号被保険者
30 159,716（21.9）
元 160,721（21.9）
２ 161,729（21.8）
３ 162,420（21.9）
４ 162,974（22.1）

注：（　）は練馬区全人口に対する割合

〔第1号被保険者の保険料収納状況〕

年度
現年分 滞納繰越分

収納額（円） 収納率
（％） 収納額（円） 収納率

（％）
29 11,279,992,480 98.0 67,084,040 13.9
30 12,574,772,560 98.3 68,686,640 14.4
元 12,364,923,830 98.3 74,978,330 16.6
２ 12,119,139,840 98.5 80,656,540 19.5
３ 12,480,273,600 98.6 71,426,450 19.7

注：収納額は、還付未済額を除く。

３　要介護・要支援認定
　介護保険サービスを利用するには、申請をして、要

〔要介護認定申請等の状況〕

年　度 要介護認定
申請（件）

審査会
開催数（回） 審査判定（件）

元 32,554 809 30,922
２ 22,971 604 18,803
３ 35,747 768 22,177

〔要介護認定者数の状況〕 各年度末現在

年度
区分

３
人数（割合）

要支援1 4,701（12.9）
要支援2 4,290（11.8）
要介護1 6,995（19.3）
要介護2 7,169（19.7）
要介護3 5,016（13.8）
要介護4 4,627（12.7）
要介護5 3,504（9.7）

合　計 36,302
（100.0）

２
人数（割合）
4,569（12.8）
4,255（11.9）
6,641（18.6）
7,405（20.7）
5,050（14.1）
4,385（12.3）
3,404（9.5）
35,709
（100.0）

元
人数（割合）
4,505（12.9）
4,210（12.1）
6,464（18.6）
7,134（20.5）
4,716（13.6）
4,266（12.3）
3,508（10.1）
34,803
（100.0）

※資料：介護保険事業状況報告（東京都福祉保健局）

４　財源の仕組み
　保険財源の収支を明確にするため、一般会計と区別
して特別会計（介護保険会計）を設けている（介護保
険会計予算は 52 ページ、決算は 69 ページを参照）。
　保険給付に要する費用は、公費 50％と保険料 50％
で賄われている。その他の内訳は図のとおりである。

〔保険給付の財源割合〕

50％

公費（※）
　国25％
　都12.5％
　区12.5％

65歳以上の
保険料

40～ 64歳の
保険料

23％

27％

※：居宅給付費の場合の内訳
。るれわ使に整調の差格村町市区の国全、は分％5ちうの担負の国　 　

３年度、区は 5.95％の交付を受けた。

介護・要支援認定を受ける必要がある。
　被保険者への訪問調査と主治医の意見書を基に、介
護認定審査会において審査・判定を行う。
　介護認定審査会は、学識経験者 4 人で構成され、
３年度は委員 227 人、50 合議体で運営した。
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５　保険者機能の強化
　⑴ 　保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努

力支援交付金
　　 　国は、平成 30 年に、高齢者の自立支援・重度

化防止等に関する都道府県や区市町村の取組を推
進するために、財政的インセンティブとして、取
組に対する客観的な評価指標を設定し、その達成
状況に応じて交付金を交付する「保険者機能強化
推進交付金」を創設した。２年度には、介護予防・
健康づくりに資する取組を重点的に評価する「介
護保険保険者努力支援交付金」を創設した。区は、
３年度に２つの交付金を合わせて約 1.92 億円の
交付を受けており、都内２位の交付額であった。

●相談・苦情
　利用者からのサービスについての相談・苦情を処理
する仕組みが制度的に位置付けられている。サービス
事業者、居宅介護支援事業者、地域包括支援センター、
介護保険課、国民健康保険団体連合会、都などが窓口
となる。区では、地域包括支援センターおよび介護保
険課で受けた相談や苦情を取りまとめ、３年度は東京
都国民健康保険団体連合会へ 20 件の報告を行った。
　また、要介護認定や保険料の賦課徴収などに関する
行政処分に対して不服がある場合には、都に設置され
た介護保険審査会に審査請求を行うことができる。３
年度は、３件の審査請求があった。

●保険給付
　介護保険のサービスを利用すると、原則として１割
から３割を利用者が負担し、残りの９割から７割が介
護保険から給付される。対象となるサービスは、つぎ
の３種類である。
１　居宅サービス（予防給付・介護給付）
　在宅での介護を中心としたサービスで、「訪問介護」

「通所介護」「短期入所生活介護（ショートステイ）」等 
のサービスの中から、利用者の希望に合うものを組み
合わせて利用できる。
２　施設サービス
　施設に入所して利用する介護サービスのことで、介
護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保
健施設、介護療養型医療施設、介護医療院の 4 つのタ 
イプに分かれる。利用者が直接、施設に申し込みをし
て利用する。
３　地域密着型サービス
　介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域で自
分らしい暮らしを続けることができるように、区が指
定した事業者が区民に提供するサービスをいう。利用
者は原則として区民に限定される。

〔保険給付費の状況〕

年　度
〔居宅サービス〕

給　付　費（円） 受給者数（人）１人当たり（円）
29
30
元
２
３

26,545,506,454
27,304,470,425
28,549,276,807
29,354,493,740
31,094,688,108

235,734
244,123
251,425
257,500
267,744

112,608
111,847
113,550
113,998
116,136

年　度
〔施設サービス〕

〔地域密着型サービス〕

給　付　費（円） 受給者数（人）１人当たり（円）
29
30
元
２
３

13,140,395,752
13,967,361,965
14,666,871,799
15,065,379,867
15,325,026,054

46,704
48,985
50,613
51,348
51,862

281,355
285,135
289,785
293,398
295,496

年　度 給　付　費（円） 受給者数（人）１人当たり（円）
29
30
元
２
３

5,744,689,885
5,834,042,465
5,757,538,967
5,728,629,990
5,940,400,862

53,942
54,448
52,293
48,436
49,950

106,498
107,149
110,102
118,272
118,927
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〔介護サービスの種類および利用実績〕 （単位：人）

年度
サービスの種類
居宅サービス

（介護給付）
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導
通所介護
通所リハビリテーション
短期入所生活介護・療養介護
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与
居宅介護支援
福祉用具購入費の支給
住宅改修費の支給

（予防給付）
介護予防訪問介護
介護予防訪問入浴介護
介護予防訪問看護
介護予防訪問リハビリテーション
介護予防居宅療養管理指導
介護予防通所介護
介護予防通所リハビリテーション
介護予防短期入所生活介護・療養介護
介護予防特定施設入居者生活介護
介護予防福祉用具貸与
介護予防支援
介護予防福祉用具購入費の支給
介護予防住宅改修費の支給
施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設
介護医療院
地域密着型サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護
地域密着型通所介護
認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
看護小規模多機能型居宅介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
介護予防認知症対応型通所介護
介護予防小規模多機能型居宅介護
介護予防認知症対応型共同生活介護

79,646
5,223

41,181
6,057

77,318
65,042
22,304
16,934
31,654

118,945
177,129

2,027
1,495

0
9

3,902
543

4,556
0

4,794
191

3,132
20,289
26,465

461
762

33,886
14,414
2,287

80

1,987
2,769

34,562
3,362
3,151
6,396

273
12
0

111
0

注：①人数は各月の利用者数の合計
　　② 3 月～翌年 2 月利用分

スビーサ各は部一のスビーサ型着密域地びよおスビーサ宅居 ③　　
を組み合わせて利用するため、人数は重複している。

元 ３

78,382
5,479

46,173
6,420

85,194
60,167
18,506
13,960
32,269

124,335
179,032

2,090
1,418

0
10

4,590
555

5,079
0

4,371
106

3,316
22,243
28,590

430
681

35,316
14,233
1,318

491

2,076
2,689

31,054
2,760
3,024
6,418

532
11
0

110
0

２

80,734
5,958

52,384
7,498

92,992
62,350
17,558
13,753
33,212

131,123
185,991

2,170
1,395

0
0

4,759
693

5,632
0

4,340
121

3,308
23,444
29,812

469
664

36,847
13,536

980
607

1,838
3,174

32,146
2,608
2,967
6,738

863
12
0

114
0

●利用者負担の軽減
　低所得者等でも介護サービスが利用しやすいよう
に、利用者負担を軽減している。
１　高額介護（介護予防）サービス費の支給
　介護保険の自己負担額が所得に応じた一定の上限額
を超えた場合に、超えた分を払い戻す。３年度は延べ
124,513 件、1,756,485,683 円を支給した。

２　高額医療合算介護（介護予防）サービス費
　介護保険と医療保険の自己負担額を合算した額が、所 
得に応じた一定の上限額を超えた場合に、超えた分を 
払い戻す。３年度は延べ 7,008 件、253,629,246 円を
支給した。
３　居住費および食費の減額（補足給付）
　介護保険施設の入所者および短期入所サービスの 
利用者で、低所得者には居住費（滞在費）および食
費を減額する。３年度の減額認定証交付件数は延べ
4,424 件、1,114,596,535 円を減額した。
４　旧措置入所者の負担軽減
　「介護保険法」施行日前からの特別養護老人ホーム
措置入所者に対して、利用者負担および居住費・食費
の減免を行う。３年度の利用者負担減免の認定証交付
件数は３件、食費・居住費の減額認定証交付件数は７
件であった。
５　生計困難者に対する利用者負担軽減
　低所得者負担軽減実施事業者が提供するサービスを
利用した場合、自己負担額を軽減している。３年度の
軽減確認証の交付件数は 575 件であった。

●要介護高齢者の在宅支援サービス
１　出張調髪
　65 歳以上の外出困難な高齢者で、要介護 3 ～ 5 と認
定された人が対象となる。高齢者の住宅および区内入院
先で出張調髪を受けられる利用券を、年 5 枚を限度に交
付している。なお、1 回当たり 500 円の利用者負担金が
ある。３年度の利用者は延べ 5,128 人であった。
２　布団乾燥消毒・丸洗い
　65 歳以上の在宅の高齢者で要介護 1 ～ 5 と認定さ
れた人で、ひとり暮らしの高齢者および高齢者のみ
の世帯が対象となる。３年度は乾燥消毒が 4,218 件、
薬品消毒が 489 件、水洗いが 473 件であった。
３　寝具クリーニング券の支給
　65 歳以上の在宅の高齢者で、要介護 3 ～ 5 と認定さ
れた人が対象となる。区内の対象店で利用できる券を 
年 24 枚 を 限 度 に 交 付 し て い る。 ３ 年 度 は 延 べ 
3,724 枚の利用券が使用された。
４　紙おむつ等の支給
　常時紙おむつ等を必要とする要介護 1 ～ 5 と認定さ
れた 65 歳以上の高齢者および第２号被保険者におけ
る要介護認定を受けている人で本人の住民税が非課税
の人を対象に支給している。なお、購入額の一割が利
用者負担となる。３年度は延べ 68,266 人に支給した。
　また、支給対象者ではあるが区が支給する紙おむつ
等を使用できない（入院先が指定しているおむつを購
入する等）場合に、おむつ代（月額 4,800 円）を延べ
4,000 人に支給した。
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〔介護サービスの種類および利用実績〕 （単位：人）

年度
サービスの種類
居宅サービス

（介護給付）
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導
通所介護
通所リハビリテーション
短期入所生活介護・療養介護
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与
居宅介護支援
福祉用具購入費の支給
住宅改修費の支給

（予防給付）
介護予防訪問介護
介護予防訪問入浴介護
介護予防訪問看護
介護予防訪問リハビリテーション
介護予防居宅療養管理指導
介護予防通所介護
介護予防通所リハビリテーション
介護予防短期入所生活介護・療養介護
介護予防特定施設入居者生活介護
介護予防福祉用具貸与
介護予防支援
介護予防福祉用具購入費の支給
介護予防住宅改修費の支給
施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設
介護医療院
地域密着型サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護
地域密着型通所介護
認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
看護小規模多機能型居宅介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
介護予防認知症対応型通所介護
介護予防小規模多機能型居宅介護
介護予防認知症対応型共同生活介護

79,646
5,223

41,181
6,057

77,318
65,042
22,304
16,934
31,654

118,945
177,129

2,027
1,495

0
9

3,902
543

4,556
0

4,794
191

3,132
20,289
26,465

461
762

33,886
14,414
2,287

80

1,987
2,769

34,562
3,362
3,151
6,396

273
12
0

111
0

注：①人数は各月の利用者数の合計
　　② 3 月～翌年 2 月利用分

スビーサ各は部一のスビーサ型着密域地びよおスビーサ宅居 ③　　
を組み合わせて利用するため、人数は重複している。

元 ３

78,382
5,479

46,173
6,420

85,194
60,167
18,506
13,960
32,269

124,335
179,032

2,090
1,418

0
10

4,590
555

5,079
0

4,371
106

3,316
22,243
28,590

430
681

35,316
14,233
1,318

491

2,076
2,689

31,054
2,760
3,024
6,418

532
11
0

110
0

２

80,734
5,958

52,384
7,498

92,992
62,350
17,558
13,753
33,212

131,123
185,991

2,170
1,395

0
0

4,759
693

5,632
0

4,340
121

3,308
23,444
29,812

469
664

36,847
13,536

980
607

1,838
3,174

32,146
2,608
2,967
6,738

863
12
0

114
0

●介護学べるサロン　
　介護をしている家族等を対象に、気軽に足を運べる
地域の介護施設などで気分転換や健康に役立つ学習

（ミニ講座）を実施している。３年度は 71 人が参加
した。

●もの忘れ検診　
　70 歳と 75 歳の人を対象に、認知症に早期に気づ
き適切な支援を受けられるようにするため「もの忘れ
検診」を実施している。３年度は 139 か所の医療機
関で実施し、317 人が受診した。

●チームオレンジ活動　
　認知症の人が地域の中で希望を持って自分らしく暮
らし続けることができるよう、本人や家族の声を聞く

「本人ミーティング」を開催し、認知症サポーター等
とともに地域で活動するチームオレンジ活動を実施し
ている。３年度は 25 か所の地域包括支援センターで
実施した。

＜在宅療養の推進＞
●在宅療養に従事する多職種連携の推進
　在宅療養を支援する職種は、医療、介護などさまざ
まであり、多職種の相互理解を深める機会を提供する
ことを目的に、事例検討会を実施している。３年度は、
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、Zoom

〔予防事業〕 ３年度

区　　分 回数・延べ人数など

啓　発
講演会・講座 2 回 46人
パンフレット作成・配布 4,000 部

地域活動
育成支援

認知症予防プログラム
・予防プログラム 112回

１回
１回

 1,213人
・プログラム修了者支援 18人

人材育成 認知症予防推進員連絡会 39人

〔支援事業〕 ３年度

区　　分 回数・延べ人数など
啓　発 講演会 1 回 （45人）
早期対応 認知症専門相談 36 回 （58人）
人材育成 認知症サポーター養成講座 47 回 （910人）

地域支援
介護相談・交流カフェ 10 回 （75人）
認知症介護家族による

「介護なんでも電話相談」 51 回 （130 件）

〔予防事業〕 ３年度

区　　分 回数・延べ人数など

啓　発
講演会・講座 2 回 46人
パンフレット作成・配布 4,000 部

地域活動
育成支援

認知症予防プログラム
・予防プログラム 112回

１回
１回

 1,213人
・プログラム修了者支援 18人

人材育成 認知症予防推進員連絡会 39人

〔支援事業〕 ３年度

区　　分 回数・延べ人数など
啓　発 講演会 1 回 （45人）
早期対応 認知症専門相談 36 回 （58人）
人材育成 認知症サポーター養成講座 47 回 （910人）

地域支援
介護相談・交流カフェ 10 回 （75人）
認知症介護家族による

「介護なんでも電話相談」 51 回 （130 件）

５　リフト付福祉タクシーの運行
　65 歳以上で要介護 3 ～ 5 と認定され、外出時、車
いす等を利用する人を対象に、予約料および迎車料に
相当する料金を区が負担している。３年度の運行回数
は 9,644 回であった。
６　認知症高齢者位置情報提供サービス利用料助成事業
　認知症により、外出したまま自宅に戻れなくなる症
状がある高齢者の介護者が、区と協定を結んでいる事
業者の位置情報提供サービスを利用する際に、利用料
の半額を助成している。３年度は延べ 565 人の利用が
あった。
７　家族介護慰労金
　要介護 4・5 と認定された家族を在宅で介護してお
り、過去 1 年間介護保険サービスを利用しなかった住
民税非課税世帯を対象に、年額 10 万円の家族介護慰
労金を支給している。３年度は４人に支給した。

●緊急一時宿泊事業
１　緊急一時宿泊（緊急保護利用）
　生活上の諸問題を抱え、援助または緊急の保護を必
要とするおおむね 65 歳以上の高齢者（介護保険で要
介護・要支援認定を受けた場合を除く。）に対し、区
内の福祉施設の居室を緊急保護利用として原則 10 日
以内で提供する。利用料は区が負担する（食費は自己
負担）。３年度の被保護者数は 13 人、滞在延べ日数は
143 日であった。
２　緊急一時宿泊（緊急ショートステイ利用）
　要介護・要支援の認定を受けた人のうち、介護をす
る家族の急病、けがまたは親族の葬儀への参加などの
ため介護できず、かつ介護保険による短期入所生活介
護の空きがない場合に、区内の福祉施設の居室を緊急
ショートステイとして原則 10 日以内で提供する。
　利用者は、１泊 3,000 円および食費を負担する。３
年度の利用者数は 12 人、利用日数は 51 日であった。

●高齢者在宅生活あんしん事業
　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるこ
とができるよう、65 歳以上のひとり暮らし高齢者や高
齢者のみ世帯の高齢者で、慢性疾患等のため日常生活
上、常に注意を要する人または要介護・要支援・総合
事業対象者の人が、①緊急通報システム、②生活リズ
ムセンサー、③定期訪問、④電話訪問、⑤見守り配食
のうち、必要なサービスを組み合わせて利用できる。
３年度の利用者数は 2,059 人であった。
　また、見守り配食のみを利用する人に向け、事業者
案内を行っている。

●認知症対策事業
　啓発活動や地域活動の育成支援を実施した。また、
認知症の理解を広め、認知症の人や家族を支えるため
の事業も展開している。
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を活用して 4 回実施した。また、区内の病院スタッ
フが、在宅スタッフの業務内容に関する理解を深め、
入院患者が在宅療養へスムーズに移行できる体制を構
築することを目的に、在宅療養の現場における研修を
実施している。３年度の実施回数は 31 回であった。

●サービス提供体制の充実
　医療と介護の情報を誰もがすぐに入手できる環境を
整えることを目的に、医療と介護の情報サイトを区
ホームページ内に開設している。また、練馬区医師会
の協力を得て、在宅療養者の短期間の入院に対する
後方支援病床を確保している。３年度の利用件数は
141 件であった。

●区民への啓発、家族への支援
　在宅療養について、区民の理解を深める機会を提供
することを目的に講演会を実施している。３年度は３
回開催し、参加者数は延べ 408 人であった。
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